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平成21年７月23日（木曜日）

午前10時１分開会

会議に付した案件

○概要説明

福祉保健部

１．子育て支援に関する関係機関の役割

２．保育サービスの現状について

３．ひとり親家庭に対する経済的支援の状

況

教育委員会

１．教育委員会としての子育て支援の取

組について

２．学校教育における本県の次世代を担う

人材の育成について

○協議事項

１．県外調査について

２．県南調査について

３．次回委員会について

４．その他

出席委員（13人）

委 員 長 図 師 博 規

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 米 良 政 美

委 員 蓬 原 正 三

委 員 萩 原 耕 三

委 員 押 川 修一郎

委 員 外 山 衛

委 員 松 村 悟 郎

委 員 外 山 良 治

委 員 太 田 清 海

委 員 西 村 賢

委 員 新 見 昌 安

委 員 水 間 篤 典

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

福祉保健部

こども政策局長 山 田 敏 代

部 参 事 兼 佐 藤 健 司福 祉 保 健 課 長

こども政策課長 京 野 邦 生

こども家庭課長 舟 田 美揮子

教育委員会

教 育 長 渡 辺 義 人

教 育 次 長 米 原 隆 夫（ 総 括 ）

教 育 次 長 黒 木 正 彦（教育政策担当）

教 育 次 長 二 見 俊 一（教育振興担当）

総 務 課 長 金 丸 政 保

政 策 企 画 監 吉 村 久美子

財 務 福 利 課 長 井 上 貴

学 校 政 策 課 長 児 玉 淳 郎

学 校 支 援 監 山 本 真 司

特別支援教育室長 瀬 川 健 治

生 涯 学 習 課 長 興 梠 正 明

スポーツ振興課長 川 崎 重 雄

人権同和教育室長 厨 子 透

事務局職員出席者

政策調査課主査 松 﨑 勝 一

議 事 課 主 査 山 中 康 二

○図師委員長 ただいまから少子化・子育て支

援対策特別委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会日程についてでございま
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すが、お手元の配付資料、日程（案）をごらん

ください。

まず、３の概要説明でありますが、本日は、

福祉保健部から、子育て支援に関する関係機関

の役割、そして保育サービスの県内の現状につ

いて説明をいただきます。その後に教育委員会

から、教育委員会としての子育て支援の取り組

みや次世代を担う人材育成について説明をして

いただきたいと思っております。

次に、４の協議事項でありますが、今後予定

しております県外調査などについて御協議いた

だきたいと思っております。

以上のよう取り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○図師委員長 先日から県北調査のほう、強行

なスケジュールにもかかわらず実りある中身の

濃い研修をしていただきまして、ありがとうご

ざいました。

また、県内、県外との調査も踏まえまして、

いよいよこの特別委員会も後半戦に突入してい

こうとしておりますので、皆様方の忌憚のない

積極的な御意見、政策提言のほうをお願いした

いと思います。

それでは、執行部を入室させますので、しば

らく休憩いたします。

午前10時３分休憩

午前10時４分再開

○図師委員長 委員会を再開いたします。

まず初めに、福祉保健部のほうから、子育て

支援に関する関係機関の役割及び保育サービス

の県内状況につきまして御説明をいただきたい

と思っております。早速ですが、よろしくお願

いいたします。

○山田こども政策局長 こども政策局長の山田

でございます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。

宮脇和寛部長が体調不良のため当委員会を欠

席させていただきますので、私のほうで代理を

務めさせていただきます。委員の皆様方には御

迷惑をおかけいたしますが、御了解の上、どう

ぞよろしくお願いいたします。

まず、資料の表紙をめくっていただきまして、

目次をごらんください。本日は、Ⅰの子育て支

援に関する関係機関の役割としまして、子育て

家庭に対する県、市町村、県民などの支援等の

関係について、次に、Ⅱの保育サービスの現状

について、本県における保育所、幼稚園などの

状況、地域子育て支援拠点事業や放課後児童ク

ラブなど子育て支援サービスの実施状況につい

て、こども政策課長から説明をさせていただき

ます。最後に、Ⅲのひとり親家庭に対する経済

的支援の状況としまして、ひとり親家庭医療費

助成事業等の事業概要と実施状況について、こ

ども家庭課長から説明をさせていただきます。

保育サービスを初めとする子育て支援サービ

スは、安心して子供を生み育てることができる

環境の整備という観点から非常に重要な部分で

あり、今後とも市町村と連携を図りながらさら

なる充実に取り組んでまいりたいと考えており

ますので、委員の皆様の御支援、御協力をお願

いいたします。

私からは以上であります。よろしくお願いい

たします。

○京野こども政策課長 それでは、私のほうか

ら説明いたします。

委員会資料の１ページをお開きください。ま

ず、Ⅰの子育て支援に関する関係機関の役割に

ついてであります。

これは、子育て家庭を取り巻く地域、企業、
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国、県、市町村等のそれぞれのかかわりを図示

したものであります。図の中央、やや上のほう

に「子育て家庭」がございますが、この子育て

家庭に直接子育て支援の基礎的サービスを行っ

ているのが、その下に記載しております「市町

村」でありまして、児童手当等の支給、保育所

等の保育サービスの実施、放課後児童対策の実

施等を担っております。一方、市町村の下に記

載しております「県」は、市町村と連携を図り

まして、市町村の実施する各種子育てサービス

への支援や、社会全体で子育てを応援する機運

の醸成のための取り組み、ひとり親家庭への支

援を行うとともに、幼稚園等への支援などを通

して子育て家庭への支援を行っているところで

あります。また一番下の「国」におきましては、

少子化に対処するための総合的な施策の策定、

実施のほか、仕事と家庭の両立のための企業へ

の支援、県及び市町村への支援を担っておりま

す。また、左上の「地域」につきましては、県

及び市町村との協働事業、あるいは県、市から

の支援を受けるなどして子育て家庭とかかわっ

ております。さらに右上の「企業」におきまし

ては、育児休業等の取得など仕事と家庭の両立

支援に関する取り組みを行っているところであ

ります。

２ページをお開きください。少子化社会対策

基本法より、国及び地方公共団体、事業主等の

責任について規定している条文を参考までに掲

載しておりますので、後ほどごらんいただきた

いと存じます。

続きまして、資料の３ページ、Ａ３の横長の

資料でございます。Ⅱの保育サービスの現状に

ついてであります。子育て家庭に直接子育て支

援サービスを行っている、保育所、幼稚園、認

定こども園、認可外保育施設の状況について説

明いたします。

まず、それぞれの施設の概要につきまして説

明いたします。表の右側をごらんください。保

育所についてでありますが、就学前の保育に欠

ける児童を保育する知事認可の児童福祉施設で

あります。対象年齢はゼロ歳から就学前までの

児童で、保育時間は最低基準上１日８時間で運

営することを原則としております。職員は、ゼ

ロ歳児おおむね３人につき保育士１人以上、１

歳、２歳児おおむね６人につき保育士１人以上

など、児童の年齢ごとに定められております。

次に、１つ飛びまして幼稚園についてであり

ますが、満３歳から就学前の児童を対象とする

学校教育法に基づく知事認可の学校であります。

教育時間は４時間を標準とし、職員配置は、１

学級の幼児数は35人以下を原則とし、学級ごと

に少なくとも専任教諭１人を配置することと

なっております。

１つ戻りまして、認定こども園につきまして

は、幼稚園と保育所の機能をあわせ持つ施設と

して平成18年度からできた制度でございます。

幼稚園、保育所等のうち認定基準を満たすと知

事が認定した施設で、ゼロ歳から就学前の児童

を対象とし、教育時間４時間の短時間利用児と

８時間保育の長時間利用児の両方がおります。

一番下にあります認可外保育施設につきまし

ては、知事認可を受けていない保育施設で、保

護者の希望による直接契約で入所し、保育時間、

職員配置等、施設の任意となっております。県

としましては、保育従事者の３分の１以上は保

育士あるいは看護師等の有資格者とするよう指

導しております。

次に、図の左側の「対象児童」の欄をごらん

ください。県内の就学前の児童数につきまして

は、下のほうに記載しておりますが、平成21年
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４月１日現在で、０～２歳が３万500人、３～５

歳が３万300人で、合計６万800人であります。

その中で、上のほうにあります、親の就労等に

より家庭で保育できない児童は、中央にござい

ます「施設の種別」では保育所に入所しており

ますが、平成21年４月１日現在で399施設に２

万7,600人の児童が入所しております。また、左

隣の「行政との関わり」にありますように、保

育所の入所について市町村に申し込み、市町村

からの決定を受け入所し、所得等に応じた保育

料を市町村に支払うことになり、運営費として

国費、県費を含めた公費が市町村より経費負担

されます。

次に、左側、「対象児童」の中ほどの家庭で保

育できる児童のうち、おおむね０～２歳の児童

２万200人につきましては、家庭で保護者により

保育されており、３歳以上の幼児教育を希望す

る児童につきましては、幼稚園と直接契約を

し、137施設に9,900人の児童が幼稚園に入園し

ております。「行政との関わり」については、運

営費として国費も含め県より補助しているとこ

ろであります。

次に、「対象児童」の一番下にあります、認可

外保育施設に入所している児童は、保護者の希

望により、直接契約し認可を受けていない保育

施設に入所する児童で、現在、102施設、3,000

人の児童が利用しております。また、中ほどに

あります認定こども園につきましては、現在、11

施設あり、1,100人の児童が利用しております。

５ページをお開きください。次に、２主な保

育サービスの市町村別実施状況であります。前

回の委員会資料でお示ししたものに認定こども

園を加えたもので、保育所、幼稚園につきまし

ては県内にほぼ満遍なく設置されており、認定

こども園、認可外保育施設につきましては支部

を中心に設置されている状況にあります。また、

表の右から２つ目の欄の幼稚園預かり保育、そ

の右隣の保育所の延長保育につきましては、利

用者の保育ニーズに応じ、幼稚園の教育時間終

了後、あるいは保育所開所時間の前後に延長し

て保育サービスを実施している施設の状況を示

しております。下の表につきましては、前回の

委員会資料でお示しした各施設の保護者負担の

状況に認定こども園を加えたものであります。

なお、結婚・子育て意識調査で「子育てにお

金がかかる」と答えられた方が多かったわけで

ありますが、保育所の保育料の軽減につきまし

ては、本年度から同時入所の第３子以降の子供

の保育料が無料となったところであります。ま

た、さらなる減免等につきまして、国に対し引

き続き要望していくこととしております。

６ページをお開きください。３保育所の待機

児童数についてであります。全国との比較とい

うことで各県の保育所の待機児童数を示してお

ります。本県は平成12年度から待機児童ゼロの

状況にあります。また表の下には、本県の幼稚

園の定員と利用児童数をお示ししております。

結婚・子育て意識調査では、「仕事と子育ての

両立が難しい」と答えられた方が多かったわけ

でありますが、保育所につきましては、待機児

童がいないことからも、現段階では新たな整備

は必要ないと考えております。今後とも利用者

の保育時間延長等のニーズに応じた延長保育の

実施など、多様な保育サービスができるよう市

町村に働きかけてまいりたいと考えております。

７ページをお開きください。４その他の子育

て支援サービス市町村別実施状況であります。

まず、それぞれのサービスの概要につきまして

説明いたします。表の右側をごらんください。

地域子育て支援拠点事業についてでありますが、
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児童福祉法に基づく子育て支援事業でありまし

て、一般的には子育て支援センターと言われて

おり、公共施設内のスペース、保育所内のスペ

ースなどで親子の交流の場の提供や子育て相談

等を実施するものであります。対象は乳幼児及

びその保護者であり、補助基準の例で申し上げ

ますと、開所時間は週３日以上、１日５時間以

上であり、職員配置につきましては、子育てに

関する知識、経験を有する者を配置することと

なっております。

次に、児童館・児童センターについてであり

ますが、児童福祉法に基づく児童厚生施設であ

りまして、児童に健全な遊びを与えて、その健

康増進と情操を豊かにすることを目的に設置さ

れた施設であります。なお、児童センターは、

児童館の機能に加えまして、主として運動を通

して体力増進を図るものであります。すべての

児童が対象でありまして、開所時間はおおむね

平日の９時から午後５時、職員配置につきまし

ては児童厚生員を２名以上配置することとなっ

ております。

次に、放課後児童クラブについてであります

が、児童福祉法に基づく放課後児童健全育成事

業でありまして、学校の余裕教室、保育所や児

童館の専用スペースを利用して、授業終了後に

遊びや生活の場を与えるものであります。対象

は、保護者が労働等により昼間家庭にいない児

童で、年齢はおおむね10歳未満となっておりま

す。開所時間はおおむね放課後から午後６時ま

でで、職員配置につきましては児童指導員を１

名以上配置することとなっております。

左側にありますけれども、各サービスの市町

村ごとの一覧表をごらんいただきますと、いず

れのサービスも実施していない町村がございま

すが、備考欄にその背景等を記載しております。

その内容は、子育て相談につきましては、保健

センターや保育所で実施されていたり、放課後

児童対策につきましては、放課後子ども教室の

利用、あるいは祖父母や近所の人が迎えに来る

など地域のつながりがあり、住民の要望が少な

いといったものであります。

なお、結婚・子育て意識調査で、「子供の接し

方やしつけの方法が正しいかという不安がある」

と答えられた方が多かったわけでありますが、

この面では、子育てに関する相談機能を有する

地域子育て支援拠点事業の充実などが必要と考

えられます。今後とも地域子育て支援拠点事業

の充実につきまして市町村に働きかけてまいり

ますとともに、本年度から実施しております子

育て人材バンクを活用し、地域子育て支援セン

ター等の相談機能の充実を図ってまいりたいと

考えております。

こども政策課の説明は以上であります。

○舟田こども家庭課長 それでは、こども家庭

課からは、ひとり親家庭に対する経済的支援の

状況について御説明申し上げます。

資料の９ページをごらんください。まず、１

のひとり親家庭医療費助成事業についてでござ

いますが、この事業は、（１）の事業目的にござ

いますとおり、ひとり親家庭に対し医療費の一

部を助成することにより、経済的負担の軽減を

図るものであります。

（２）の事業概要でありますが、助成対象者

は、①のアからウのとおり、20歳未満の児童を

扶養するひとり親家庭の父、母などで、自己負

担額は１人につき月1,000円となっております。

なお、所得制限につきましては児童扶養手当法

に準拠し―このことにつきましては次の２で

も御説明いたしますが、例えば、お母さんまた

はお父さんと子供１人の場合、収入がおおむ
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ね365万円未満の世帯が対象となります。次に、

④の給付方法につきましては、入院は現物給付、

入院外は償還払いとなっております。具体的に

は、現物給付は、退院する際に医療機関の窓口

で自己負担分、月額につき1,000円を支払うこと

となり、償還払いにつきましては、窓口で一た

ん医療費の３割分を支払っていただきまして、

後日、本人の申請に基づき、市町村から月額1,000

円を超える分の医療費の還付を受けることとな

ります。実施主体は市町村でありますが、その

２分の１を県が補助しており、（３）の事業費に

つきましては、平成21年度は２億4,274万7,000

円を計上しているところでございます。

本事業につきましては県内の全市町村で実施

されておりますが、参考の部分に書いてござい

ますとおり、国富町や西米良村など４町１村で

は自己負担額がなく、また国富町では所得制限

がないなど、若干助成内容が異なっているとこ

ろでございます。

一番下の表に医療費助成のイメージ図を記載

しておりますので、ごらんいただきたいと存じ

ますが、県と市町村は、本人が窓口で支払う医

療費の一部負担３割のうち、自己負担となりま

す1,000円を除いた額について２分の１ずつ助成

する形となっております。

10ページをお開きください。２の児童扶養手

当についてであります。この事業は、（１）の事

業目的のとおり、父と生計を同じくしていない

児童及び父が重度の障がいを持つ児童に対し、

母または養育者に手当を支給することにより児

童福祉の増進を図るものであります。

（２）の事業概要でありますが、受給対象児

童の年齢は18歳の年度末までで、児童に障がい

がある場合は20歳未満までとなっております。

支給額は、全部支給の場合は月額４万1,720円、

第２子は5,000円、第３子以降は１人につき3,000

円が加算されます。③の所得制限につきまして

は、先ほど若干申し上げましたけれども、扶養

親族１人の場合の所得制限限度額は、全部支給

では57万円未満、一部支給では57万円以上230万

円未満となっておりまして、230万円以上の所得

がある場合には支給額はなしとなります。なお、

これを収入ベースで申し上げますと、全部支給

はおおむね130万円未満、一部支給につきまして

はおおむね130万円以上365万円未満となります。

実施主体につきましては、④にありますとおり

県及び市で、県につきましては町村在住者、市

につきましてはそれぞれの市の在住者を支給対

象としております。

（３）の事業費でありますが、県全体で64

億6,377万4,000円、財源内訳は、国が３分の１、

実施主体であります県または市が３分の２と

なっており、県及び市のそれぞれの支給額につ

きましてはごらんのとおりでございます。

次に、３の母子寡婦福祉資金貸付金について

であります。この事業は、（１）の事業目的のと

おり、母子家庭等に対し福祉資金を貸し付ける

ことにより、経済的自立の促進や、その扶養し

ている児童の福祉の増進を図るものであります。

（２）の事業概要でありますが、貸付金の種

類は、修学資金、就学支度資金、生活資金、修

業資金など13種類あり、実施主体は県及び宮崎

市でございます。

（３）の貸付実績につきましては、平成20年

度分でございますが、県と宮崎市を合わせ、貸

付件数401件、貸付額１億6,810万4,000円となっ

ており、県と宮崎市の内訳につきましてはごら

んのとおりでございます。今後とも、ひとり親

家庭に対します経済的支援につきましてはさま

ざまな対策を講じてまいりたいというふうに考
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えております。

説明につきましては以上でございます。よろ

しくお願いいたします。

○図師委員長 福祉保健部の説明が終わりまし

た。質疑のほうに入りたいと思いますが、福祉

保健部におかれましては、この後、景気・雇用

対策特別委員会にも御出席されると聞いており

ますので、ここの委員会に関しましては11時前

をめどに協議のほうを終えたいと思っておりま

すので、御協力をよろしくお願いいたします。

それでは、皆様のほうから御質問等あれば、

どうぞお願いいたします。

○蓬原委員 非常にうまい説明でしたから質問

がなかなかしづらいんですけれども。保育所は

正月とか休みがありますね。これは当然閉園と

いうかお休みですか。

○京野こども政策課長 正月とお盆と日曜祭日

が休みになっております。

○蓬原委員 過去、保育園に対していろんな監

査的な指導に行かれたときに、「正月も開園しな

さい」という指導をされた経緯がありますか。

○京野こども政策課長 １月１日は休みという

ことで、それ以外は開所するようになっており

ます。

○蓬原委員 正月は１日だけが休み。お盆はど

うなっているんですか。

○京野こども政策課長 保育ニーズがあれば開

くことになっておるようでございます。

○蓬原委員 正月は普通、正月三が日とか、一

般的に日本人の場合あるわけですが、２日、３

日開くことの問題点みたいなことはないんで

しょうか。

○京野こども政策課長 親の就労という面を考

えればそれなりのメリットがあるのかとは思い

ますけれども、親子が一緒に正月を過ごせない

ということからはデメリットだと考えますし、

また、職員の皆さんの休業ということでもデメ

リットはあろうかと思います。

○蓬原委員 最後の確認ですが、ずっと１日だ

けがお休みという形でやってきておられるとい

うことですか。

○京野こども政策課長 保育ニーズがないとい

う条件でこういうふうなことがずっと続けられ

ているようでございます。以上でございます。

○外山衛委員 待機児童数はどういう理解をし

たらいいんですか。ゼロはわかるんだけど、定

数との関連もないですよね。大分の待機児童１

というのはどういった位置づけなんですか。定

数が100で120おって20余るならわかるんだけど、

意味がよくわからないです。どういうふうに理

解したらいいんですか。

○京野こども政策課長 保育所の定員と実数に

つきましては、実数につきましては定員の弾力

化が行われておりまして、例えば入所時には15

％ぐらいはオーバーしてもいいですよとか、そ

の以降になると何％とかいうふうな規定がござ

いまして、それに当てはまるようであれば待機

児童はいないということになっております。ま

た、この表でいきますと県一くくりになってお

りまして、地域によっては、先ほどの定員の弾

力化をやっても待機児童が出てくる状況がある

ということで、定員と利用児童数の差について

はそういったところがございます。

○外山衛委員 待機というのは、入りたいんだ

けれども入れないということですか。

○京野こども政策課長 待機児童の定義という

のがございまして、入所申し込みが提出されま

して、入所要件に該当しているけれども入れな

いというのが待機児童というふうな言い方でご

ざいまして、希望の保育所に入れなくてほかの
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保育所に入っているとか、都市部で家庭的保育

事業というのがあるんですけれども、そういっ

たところに入っている人についてはカウントし

ないとか、そういったことになっております。

○外山衛委員 大分を例にとれば、１人だった

ら入れればいいんじゃないかと思うんだけれど

も……。結構です。

○西村委員 今の話にも関連するところがある

んですけれども、保護者というか預けたい側か

らしたら、夜間に働く人、３時ぐらいから出て

いって９時ぐらいまで働く人とか、パートの時

間もそれによってまちまちだったりという話が

ありまして、非常に変則的な勤務状況というの

があります。変則的な勤務時間に合わせるよう

な保育サービスというものを、県はどのように

指導とか、考えを持っておられるのかちょっと

伺いたいんですが。

○京野こども政策課長 委員のおっしゃるとお

りでございまして、変則的な就労形態がござい

ます。専業主婦の育児疲れの解消とか、保護者

の就労形態の多様化、あるいはパートタイム労

働、きょうは昼勤めて、あしたは夜勤めるとか、

就労形態が多様化しております。そういったも

のに対応するために実施している事業で一時・

特定保育事業というのがございます。一時保育

につきましては、21年３月末現在で146カ所、市

町村数でいきますと22市町村で実施されており

ます。また特定保育につきましては、これはま

だ今のところ数が少ないんですけれども、５カ

所、２市町で実施されているところでございま

す。今後とも、就労形態の多様化等に対応する

ために子育てと仕事の両立の支援ということで、

一時・特定保育を進めてまいりたいと考えてい

るところでございます。

○西村委員 宮崎県の場合、待機児童がゼロと

いうことなんですが、それは、預けたくても預

ける手段、いわゆる受け入れ側の施設がないと

いうこともあって、最初から預けられないケー

スというのもあると思うんです。今説明いただ

いた、一時保育を徐々に充実させていっている

というのはわかるんですけれども、夜間とか夕

方から認可施設はどのぐらい対応されているん

ですか。特に僕らの目に飛び込んでくるのは、

どうしても認可外の施設が夜間サービスなんか

はやっているように見えるんですが、認可の園

でやっているところがあれば教えていただきた

い。

○京野こども政策課長 認可施設につきまして

は、夜間保育を実施している箇所が１カ所でご

ざいます。それから、先ほど申し上げませんで

したけれども、休日保育が38カ所、９市町で行

われております。もう一つ、延長保育、先ほど

表の中にございましたけれども、これも312カ所、

市町村数でいきますと19市町村で実施されてい

るところでございます。

○西村委員 我々も県内調査等を通じて、今の

認可園であるところが、非常に弾力的に、朝早

く、夜もちょっとは長くということで、いわゆ

るサービス残業的に頑張られているというのは

わかるんですけれども、先ほどのとおり変則就

業というのが非常にふえて、休日も関係ない、

夜も関係ないということに対しての対応がいま

一なのかなというのも正直考えるところであり

まして、そこで待機児童ゼロとの整合性とか考

えると、預けたいんだけれども、はなからあき

らめているところも非常に多くて、そこを今後

どうやって本県が取り組んでいかなくちゃなら

ないのか。また、このように不況下にあって、

どうしても共稼ぎの家庭がふえて、特にパート、

アルバイトの場合は何時に働けるかわからない
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という若い世代が非常にふえているんですよね。

お父さん、お母さんともに非正規雇用というと

ころも非常に多くて、そういう方の話を聞くと、

子供を預けることがやっとかっと。当然自分の

親に預けるケースも多いんでしょうけれども、

そこにもやっぱり限界も生じてきているという

のがあります。今は認可外しか預けるところが

ないということで、認可外といいますと、県の

支援とか公的支援というのがない施設でありま

すから、そこに対してどういうふうに手をかし

ていくのかお伺いしたいんですが。

○京野こども政策課長 変則的な保育というこ

とで、先ほど内容については御説明したところ

でございますけれども、例えば特定保育とか休

日保育、夜間保育等も含めましてそれぞれ国の

補助事業がございまして、それに合わせた形で

県も補助しているところでございます。常に保

育士は常駐させておかなければならない、それ

に見合うだけのニーズがないといった部分もご

ざいまして、事業として採算的に成り立ちにく

いという部分が正直言ってございます。こういっ

たところを国に対して改善等を要望していきた

いと考えているところでございます。また、認

可外保育施設につきましては、夜間とか延長と

いった概念がございませんので、そういったも

のの助成はしておりませんけれども、職員ある

いは入所者の健康診断の費用、あるいはピアノ

や大型の遊具等が倒れてこないような防止策、

あるいは窓ガラスが飛散しないような措置に対

する整備費の補助については、現在行っている

ところでございます。以上でございます。

○水間委員 関連しますが、認可外保育施設は

３分の１以上の資格者がいなきゃいけないとい

うような表現があったんですが、それについて

定員がどのくらいの中で３分の１以上なのか。

○京野こども政策課長 認可外施設の立入調査

の基準というのがございまして、その中で、先

ほど申し上げました、保育従事者の３分の１以

上につきましては保育士あるいは看護師等の有

資格者とするように指導しているところでござ

います。

○水間委員 だから、基準の中で、従事者とい

うのは、１人でも従事者になるわけですよね。

その人たちが看護師あるいは保育士の免状を

持っていれば、それだけでいいのかどうかとい

うことです。

○京野こども政策課長 後ほど回答いたしたい

と思います。

○水間委員 というのは、認定保育所は知事認

可で、認可外は全くないわけですね。ですから、

一時、認可外保育所については、いろいろ問題

があった場合にどうするか。認可の保育所は、

預かる部分だけでも非常に綿密な、マニュアル

含めて、幼児教育を含め、保育にたける人たち

が面倒見ながらやっておられるんだけれども、

認可外保育の皆さん方は、ただ一時預かるだけ

と。だから、小学校、中学校、高校に行って問

題行動が発生するときは、こう言っちゃいかん

けれども、認可外保育所の子供たちのほうが割

と多いという統計が出ているような話も聞いた

んだけど、そこらあたりの話はどうなんでしょ

うか。

○京野こども政策課長 認可外保育施設に行っ

た子供が後々問題になるというふうな統計とい

うのは、私も把握していないんですけれども、

職員の研修につきましては、認可外保育施設の

職員についても研修しております。社会福祉事

業団における研修に加えまして、先ほど言いま

した認可外保育施設の安全対策事業による認可

外保育施設の安全管理の研修、そういったもの
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で可能な限り研修を充実させているところでご

ざいます。

○水間委員 それと、認定こども園が、国を挙

げて指導があるだろうと思うんですが、宮崎県

内では11カ所、いろいろ話を聞くと、幼保連携

含めて、設置者にやろうとする意欲がないとい

うよりも、文科省と厚労省の狭間で、補助金が

少なくなる。国、県も認定こども園の指導をし

ながら、保育園、幼稚園の皆さん方がのろうと

しないのは、補助金の問題だけですか。

○京野こども政策課長 認定こども園につきま

してはいろんな型がございまして、幼保連携型、

幼稚園型、保育所型というのがございます。も

う一つございますが、それは省きまして。はっ

きり言いまして、保育所型と幼保連携型という

のは、認定こども園をつくりましても金銭的な

面については特段メリットがないんです。幼保

連携型については、幼稚園の部分、保育所の部

分、認可施設でありますのでそれぞれの補助金

が来る。保育所が認定こども園にしようとして

も、保育所のままであれば、市町村が入園者と

の間に立って入園と保育料の回収等やってくれ

るんですけれども、認定こども園になりますと

直接契約ということになりまして、自分ところ

で契約して、かつ保育料も徴収しなければなら

ないということでありまして、幼保連携型と保

育所型につきましては余りメリットがないとい

うことで数が少ない現状でございます。幼稚園

型につきましては、無認可の保育所部分がつけ

加わるということで、０～２歳までの子供さん

を預かることによって、そのまま自分ところの

幼稚園に入ってもらうというメリットがあると

いうことで、どちらかといえば幼稚園型が多い

という現状になっております。以上でございま

す。

○水間委員 国を挙げて認定こども園をという

ような指導もあるようですから、やっておられ

るところはメリットがあってやっておられる、

メリットがないからやらない。認定こども園と

いうのは一体何なのかということにもなりかね

ないので、ひとつそこら辺はまた御指導いただ

きたいと思います。

母子寡婦福祉資金についてお尋ねしたいんで

すが、県で346件、ここらあたりの貸付について

の償還状況、焦げつきとかなんとかないんです

か。

○舟田こども家庭課長 償還率につきましては、

経済情勢が厳しい中にありまして、特に母子寡

婦世帯の方はより一層厳しいという中で、償還

率は非常に厳しい状況にございます。平成20年

度末で46.7％ということで５割を切っている状

況で、いろいろ償還に向けての努力はしている

ところでございますけれども、年々若干下がっ

てきているという状況にございます。

○水間委員 １件当たり貸付の金額は幾らぐら

いですか。

○舟田こども家庭課長 母子寡婦福祉資金につ

きましては、御説明申し上げましたとおり13種

類ございまして、それぞれ貸付金の限度額とい

うのは異なっております。最も利用が多いのが

子供さんの修学資金でございまして、高校に行

かれる方、短大に行かれる方、それぞれ自宅通

学、また自宅外通学というふうに異なっており

ますが、１つの例で申し上げますと、県立高校

に通われる方で自宅通学の場合に、１年生で月

額１万8,000円、私立高校ですと自宅通学のとき

には３万円というようにさまざまでございます。

○水間委員 できたら、修学資金等13種類ある

みたいですが、そこらあたりの資料か何かあれ

ばお示しをいただきたいと思います。
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もう一点ですが、実は新型インフルエンザが

小林で出ました。これは強制的な措置で閉園を

しなければならない。こうなったときの閉園を

した期間に対する、国あるいは県で何か考えら

れるものはあるんでしょうか。国でいう措置費

がある、あるいは市町村である。閉園をしなきゃ

ならないということあるんでしょう。

○京野こども政策課長 閉園をしたとしても、

開園をしたという状態で補助金が出ます。

○水間委員 ストレートに答弁が返ってきたん

ですが、結局、閉園をしたということは関係な

くて、閉園はしたけれども、通常のままで措置

費はあるということですか。

○京野こども政策課長 そうでございます。

○外山良治委員 20代、30代の離婚率というの

はどのくらいなんですか。

○舟田こども家庭課長 離婚率につきましては、

年代別の離婚率のデータを持ち合わせておりま

せんけれども、全体では本県は2.31ということ

で、全国平均が1.99。これは20年度の数字です。

○外山良治委員 意味がない、そういった質問

はしていない。今、特別委員会をやっているわ

けだから。

20代、30代の離婚率、統計はあるが、ここに

はないということですか。

○舟田こども家庭課長 本県の20代、30代の離

婚率、調べればあるのかなと思いますので、そ

れにつきましては確認いたしまして御報告しま

す。

○外山良治委員 委員長、その資料請求をよろ

しくお願いします。

おおむね男が元妻に支払いをする養育費、こ

の養育費を支払っている宮崎県の男族というの

は何％ぐらいですか。

○舟田こども家庭課長 平成19年にひとり親家

庭の実態調査をいたしまして、その中で養育費

について尋ねております。「一度も受け取ったこ

とはない」と答えられた方が65.8％、「以前受け

取ったことはあるが、現在は受け取っていない」

という方が12.3％その時点でいらっしゃいまし

たので、８割弱の方がその時点では受け取って

おられない。ということは、今ますます厳しい

中では受け取っておられない方もかなりいらっ

しゃるのかなと思います。母子世帯になられた

方には、ちゃんと養育費については請求する権

利がありますという御説明は、関係機関ととも

にやっているところでございます。

○外山良治委員 ということは、養育費をいた

だいている家庭というのは全体の１割から２割

と、しっかりした資料はないということでいい

わけですね。

○舟田こども家庭課長 資料につきましては、

平成19年に実施いたしました「ひとり親家庭実

態調査」に基づくものでございます。あとは母

子寡婦福祉連合会等にお聞きしまして、年々養

育費を受け取られる世帯が少なくなっていると、

そういったようなものでございます。

○外山良治委員 実際、サンプル調査、抽出調

査でしょうから、そういった調査の上に立った

施策を講じなければ、本道というものをそれた

議論になる。

私も約20年間、いわゆる認可外保育の園長を

やってきました。ここでおたくらが答弁される

ことがいかに実態に合っていないかようわかる。

養育費の問題にしても、正月がどうのこうのと

いう話も出ましたが、ホステスさん、正月の１、

２、３日稼ぎ時。だから、三が日―個人的な

話で恐縮でございますが、足のない園長先生と

３日、４日過ごさなければいけない。あの園児

の実態を見ると悲しくなる。元夫が子供に養育
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費すら払っていない、これが宮崎県の現状。し

かし、そういった人が何名おるのかということ

も把握されていない。小学校１年、２年、３年、

学年が上がることによって、１学年30分の４が30

分の６になったり、全国の統計では2．何々で、

現在ワースト３位ですか。

○舟田こども家庭課長 ワーストで言いますと

全国３位でございます。

○外山良治委員 立派なものですわ。しかし、

実態というものはこの倍、３倍ありますよ。20

代、30代に置きかえてみると80、90―問題発

言になりますからやめておきますが、現状とい

うものをもっとしっかりと把握してここの中で

議論しなければ、本当の特別委員会の意味がな

いと思う。

保育料の滞納はどういう状況でしょうか。

○京野こども政策課長 ちょっと資料が古いん

ですけれども、平成18年度……。

○外山良治委員 意味がない。

○図師委員長 お手元の資料ではそれが限界で

すね。

○京野こども政策課長 はい、そうでございま

す。

○外山良治委員 今、何とかという政党の経済

効果が十分発揮されていない。いわゆる弱肉強

食、新自由主義等々によって貧富の格差が拡大

をしてきた。今現状はどうなっているのかと

―平成18年の資料なんか出しても意味がない

ですよ。20年度、19年度、わかりますか。

○京野こども政策課長 現段階では把握してお

りません。

○外山良治委員 早急に現状把握し、資料を委

員長のもとにお届けをしていただきたい。要望

します。以上です。

○京野こども政策課長 認可外保育施設の件で

ございますけれども、保育従事者のおおむね３

分の１以上は保育士や看護師の資格を有する者

であることということでございまして、常時２

名保育従事者がいないといけないものですから、

２人の施設にあっては１人は必ずいなければい

けないということでございます。以上でござい

ます。

○図師委員長 それでは、時間も来ております

ので福祉保健部の説明はこれで終わりますが、

少子化対策基本法では、県は当該地域の状況に

応じた施策を策定し実施する責務があるという

内容も込められておりますので、どうぞこれか

らも、我々との意見交換を踏まえた内容での執

行に当たっていただきたいと思います。

きょうはどうもありがとうございました。

しばらく休憩をいたします。

午前11時８分休憩

午前11時９分再開

○図師委員長 委員会を再開させていただきま

す。

この特別委員会におきまして教育委員会に来

ていただくのは初めてでありますので、私、本

委員会の委員長を務めさせていただいておりま

す図師博規と申します。どうぞよろしくお願い

いたします。

なお、あとの紹介につきましては、時間の都

合もありますので省略させていただきたいと思

います。

それでは、早速でありますが、教育委員会の

説明のほうをお願いしたいと思います。よろし

くお願いいたします。

○渡辺教育長 おはようございます。教育委員

会でございます。よろしくお願いいたします。

委員の皆様方には、本県教育の振興につきま
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して常日ごろより御指導、御支援を賜り、厚く

御礼申し上げます。

それでは、説明に入らせていただきます。お

手元の少子化・子育て支援対策特別委員会資料

をお願いいたします。表紙をお開きいただきま

して、右側にあります目次をごらんください。

本日御説明いたします事項は４件であります。

まず、教育委員会としての子育て支援の取り組

みとしての１点目は、家庭教育に対する支援及

び学校・家庭・地域が一体となった教育環境づ

くり、並びに２点目として、修学援助・奨学金

等についてであります。次に大きな２番目とい

たしまして、学校教育における本県の次世代を

担う人材の育成といたしまして、１つ目に、高

等学校におけるキャリア教育、就職支援等、２

つ目といたしまして、いじめ・不登校対策につ

いてであります。

私のほうからは以上でありますが、引き続き

関係課長が内容について説明いたしますので、

よろしくお願いいたします。

○興梠生涯学習課長 生涯学習課からは、家庭

教育に対する支援及び学校・家庭・地域が一体

となった教育環境づくりにつきまして、関連す

る３つの事業について御説明申し上げます。

まず、委員会資料の１ページをお開きくださ

い。子どもの生活リズム向上支援推進事業につ

いてでございます。

この事業は昨年度から実施しておりまして、

１の目的にございますように、県ＰＴＡ連合会

と連携しまして、子供の生活リズムの向上に向

けた実践活動や普及啓発のための研修会を行う

ことによりまして、子供の望ましい基本的な生

活習慣を育成し、あわせて家庭の教育力の向上

を図ろうとするものでございます。

２の事業の内容でございますけれども、（１）

にありますように、県内の小中学校８校の７つ

のＰＴＡをモニターとして委託しまして、それ

ぞれの学校や地域の実情に応じた特色ある実践

活動を行ってもらっております。実践活動はそ

れぞれ３つの柱で行ってもらっておりまして、

１つ目は生活リズムの向上に資する体験型イベ

ントの実施、例えば早起きをしてラジオ体操や

奉仕活動を行うといったような活動でございま

す。地域の皆様方や団体の御協力を得て行うも

のでございます。２つ目は学習会や啓発活動の

実施、これは保護者を対象にした子供の生活リ

ズムづくりなどに関する学習会等を行うもので

ございます。３つ目が家庭での継続的な取り組

み、例えば早寝早起き朝ご飯の習慣づくり、ゲ

ームをしない日、読書時間を設けるといったよ

うな取り組みでございます。

具体的な実践活動の例としまして、串間市立

有明小学校の昨年度の取り組みの一部を掲げて

ございます。まず、丸の１つ目ですが、「魚魚っ

と ありあけ食ｉｎｇ」と銘打ちまして、夏休

みに実施いたしました早朝体験型イベントでご

ざいますが、これは、地元漁協や水産会社等の

御協力を得まして、早朝の水揚げの見学、ラジ

オ体操、魚の加工場の見学や魚の調理実習等、

食育という部分も兼ねて親子で体験するもので

ございます。また、１つ飛んで３番目の丸でご

ざいますが、家庭内で実践してもらう継続的な

取り組みとしまして、週に１回は決まった時間

に家族が枕を並べて寝る「川の字就寝デイ」と

いった取り組み、それから、学習の時間にテレ

ビを消したり、ゲームをしない日を設けるといっ

たような取り組みを行っております。１つ戻っ

ていただきまして、これらの家庭での取り組み

につきましては、さらに各家庭での取り組みを

促し、状況を確認するといったこと、あるいは
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課題等の把握を目的にしたアンケート調査など

もあわせて行っているところでございます。

このような取り組みにあわせまして、②にご

ざいますように、県内の単位ＰＴＡが集う研修

会等を開催し実践活動発表などを行っておりま

して、ＰＴＡ相互の情報交換や子供の生活リズ

ム向上に向けた共通理解を深めるといったこと

を行っております。

それから、（２）にございますとおり、県レベ

ルでの協議会を設けまして、事業の検証・評価

も行いながら、家庭教育における生活リズムの

向上のための支援のあり方について検討を行っ

ているところでございます。

なお、（３）の①にございますように、各モニ

ター校の初年度の活動成果を報告書にまとめ、

各単位ＰＴＡに配付するなどして普及啓発に努

めております。今後は、すべてのＰＴＡにおい

てこういった取り組みが推進されるようにさら

に努めてまいりたいと考えております。

次に、右側の２ページをごらんいただきたい

と存じます．「親子のきずな」応援事業について

であります。これは本年度から取り組んでおり

ます新規事業でございます。

１の事業の目的にございますように、親が自

覚と自信を持って子育てに取り組むことができ

るよう、地域での学習機会の充実を図るととも

に、家庭教育支援者の養成を行いまして、ＰＴ

Ａと連携し保護者が親子のきずなについて考え

る機会を提供することによりまして、地域が一

体となって家庭教育を支える環境づくりを進め

るというものでございます。

事業内容としましては３つの柱から成ってお

りまして、まず、（１）の親子のきずなを育む学

習機会の充実でありますが、これは家庭教育に

関する提案型出前講座を実施することとしてお

ります。具体的には、地域で活動しております

ＮＰＯや社会教育団体等に対しまして、それぞ

れ得意とする分野、例えば育児やしつけ、ひき

こもりや不登校、発達障がい、いじめ、非行等

々の問題、あるいは親子のきずなを深めるよう

な遊びや体験学習といったもの、いろいろある

と思いますけれども、そのような内容を講座の

テーマとして提案してもらいまして、悩みを抱

える保護者の集まりや家庭教育学級などへ出前

講座形式で講師を派遣して実施するというもの

でございます。

次に、（２）の親子のきずなを支える環境づく

りでございますが、これは家庭教育支援ボラン

ティアの養成講座を実施するものでございます。

家庭教育に関心のある地域住民を対象にしまし

て、悩みを抱えるなどの保護者を支援するため

に、さらに必要となる知識や心構え等に関する

講座を実施するものでございまして、さらにま

た、受講者を家庭教育支援ボランティアとして

組織化することも考えております。そして各市

町村等が実施します家庭教育相談や子育て相談

などの支援にも当たっていただきたいと考えて

おります。

次に、（３）の親子のきずなを確かめ深める取

り組みの支援でございますが、ここでは「親の

ふり返りシート」の作成を行うこととしており

ます。これは、親が子供の様子を見守る際の視

点、子供の変化を早期に発見するための視点を

掲載したシートを作成し、それぞれの家庭で活

用してもらうためのものでございます。例えば、

学齢期、思春期を迎えて、子供の変化あるいは

変容に気づかないといった保護者もいらっしゃ

るとお伺いしておりますけれども、そういった

気づきの動機となるといったことに活用してい

ただくことを期待しております。
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続きまして、３ページをお開きいただきたい

と思います。放課後子ども教室推進事業につい

てでございます。

この事業は平成19年度から取り組んでおりま

して、１の事業の目的の中ほどから下にありま

すように、小学校の余裕教室や公民館などを活

用しまして放課後などにおける子供の活動拠点

を設け、地域の方々の御協力を得ながら学習活

動やさまざまな体験交流活動を行うことにより

まして、地域社会全体で子供を育てる取り組み

を推進するものでございます。

２の事業の内容でございますけれども、まず、

放課後子ども教室の実施でございますが、２番

目の丸にありますとおり、地域との橋渡しをし

てもらいますコーディネーターや、子供たちの

安全監視に当たる管理員、それから学習の手伝

いをするアドバイザーなどを配置しております。

３の実施状況の推移にありますとおり、平成21

年度におきましては16の市町村で81の教室が開

催されておりまして、その取り組みの内容は、

保護者や子供たちのニーズ、地域の実情等を踏

まえた多彩なものとなっております。

２の中ほどに、五ヶ瀬町鞍岡小学校におきま

す放課後子ども教室の活動例を挙げております。

ここでは１日当たり平均26人程度が参加してお

りまして、毎週月曜日から金曜日まで、ときに

は土日も入りますが、年間で245回程度開催して

おります。１年生から６年生までが参加しての

実施となっておりまして、活動内容は、宿題教

室とか農業体験、自然体験、さまざまな内容と

なっております。

また、②にございますように、市町村におき

ましては運営委員会を、また県におきましては

推進委員会を設置しておりまして、実施に当たっ

ての課題等の整理検討や総合的な放課後対策の

あり方などについて協議を行っているところで

あります。あわせまして、コーディネーターや

指導員の情報交換、資質向上のための研修も行っ

ているところでございます。

生涯学習課からの説明は以上でございます。

○井上財務福利課長 財務福利課でございます。

当課所管の教育費関係について御説明申し上げ

ます。資料は４ページから６ページにかけまし

て、各ページごとにそれぞれ就学援助、宮崎県

育英資金及び県立高校授業料減免の３件につい

てお示ししております。

初めに、４ページの就学援助についてであり

ます。就学援助の内容は、一番左側の欄で縦に

ごらんいただけますように、幼稚園就園奨励費、

へき地児童生徒援助費、要保護及び準要保護児

童生徒援助費、及び特別支援教育就学奨励費の

４つの事業となっております。全国一律の措置

といたしまして、事業主体はそれぞれ国であり

ます。これら国の事業を受けた補助事業の実施

主体は市町村、一部について県となっておりま

す。

各事業の内容についてでありますが、まず、

１の幼稚園就園奨励費につきましては、中ほど

とその右側の列の「援助対象」及び「対象経費」

の欄にありますとおり、市町村民税非課税世帯

であるなど一定の所得要件により、公私立の幼

稚園児の保護者に対して入園料及び保育料を援

助するものであります。補助率３分の１とあり

ますものは国から市町村に対する補助率であり

まして、以下の補助率につきましてもすべて補

助事業者に対する補助率であります。この場合、

保護者本人に対する援助としましては、そこに

掲げております平成20年度実績額６億9,190

万1,000円を対象者数8,716人で単純に除してみ

ますと、園児１人当たり約７万9,000円となるも
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のであります。

次に、２のへき地児童生徒援助費は、中ほど

右側の「対象経費」の欄をごらんいただきたい

と存じますが、縦に７つに区分けされておりま

すけれども、この７つの区分のうち、一番上の

スクールバスの購入費や、その下の寄宿舎の設

備購入費、下から２番目と一番下の欄にござい

ます、へき地学校における健康診断のための経

費、これらをそれぞれ市町村に対して援助する

タイプのものと、真ん中３つ目の欄にあります、

通学に要する経費、寄宿舎食費・日用品費等及

び修学旅行費を直接児童生徒を対象として援助

するタイプのものより成っております。これら

児童生徒を対象といたします直接的な援助につ

きまして、平成20年度の実績額を単純平均いた

しますと１人当たり約18万円弱となるものであ

ります。

３は、要保護及び準要保護児童生徒援助費で

あります。まず、要保護者とは、そこには記し

ておりませんが、生活保護法第６条に規定する、

現に保護を受けていると否とにかかわらず保護

を必要とする状態にある方のことであります。

準要保護者とは、これに準ずる方のことであり

ます。準要保護者につきましては、平成17年度

以降はすべて市町村単独事業の対象となってお

ります。援助の内容につきましては、「対象経費」

の欄でごらんいただきたいと思いますが、学用

品費・通学費・通学用品費ほか、この「ほか」

には修学旅行費等が含まれます。それに治療費

及び給食費であります。１人当たりの援助額は、

「平成20年度実績」欄の点線の上の部分、市町

村の準要保護者の例で申しますと、これを単純

平均いたしますと年額で７万円強となっており

ます。要保護家庭につきましては生活保護の仕

組みの中で別に援助されておりますため、そこ

にあらわれている実績額は、生活保護の対象と

なっておりません準要保護の対象者より少額と

なっているところであります。また、県立の準

要保護者につきましては、給食費と医療費のみ

を県費で援助しているものでございまして、残

りは市町村の援助となっているものであります。

次に、４の特別支援教育就学奨励費は、「援助

対象」及び「対象経費」の欄でごらんいただき

たいと存じますが、市町村立小中学校の特別支

援学級及び県立の特別支援学校に在籍する幼児、

児童生徒に対しまして、学用品費・通学費・通

学用品費・給食費・修学旅行費等を支援するも

のであります。平成20年度の実績は、市町村立

学校におきまして、624人に対して総額2,132

万7,000円、県立学校におきまして、1,238人に

対して総額１億3,824万4,000円となっておりま

す。市町村立学校と県立学校間の１人当たりの

差がうかがえるところでございますけれども、

県立学校におきましては寄宿舎費や帰省費等が

あることによるものであります。

５ページをお願いいたします。宮崎県育英資

金についてであります。これは、本県内に主た

る生計維持者がいる高校生や大学生等に対しま

して、一定の家計要件及び成績要件を条件とい

たしまして、ごらんの区分によりまして修学の

ための資金を貸与しているものであります。そ

こにはお示ししておりませんけれども、家計要

件と申しますのは、父母と高校生２人の４人家

族の場合で、収入にいたしまして年収およそ800

万円程度となります。それから成績要件は５段

階評価で3.3以上としております。ただし、へき

地育英資金の場合、成績要件は3.0以上としてお

りまして、さらに、保護者の失職あるいは災害

罹災等緊急の事態が生じた場合におきましては、

緊急採用といたしまして、家計、成績要件とも
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に問わないことといたしております。現在、貸

与者総数は、その表の一番右の欄でございます

けれども、一般育英資金の場合、高校生等が3,554

人、へき地育英資金の場合、高校生等が171人、

大学生等を含めました全体では、表の一番下右

になりますけれども、4,234人となっております。

現在のところ、県立、私立を合わせました高校

生全体の利用率は総数の約１割となっていると

ころでございます。

最後に、右側６ページでございますが、県立

高等学校授業料減免制度であります。

まず、授業料減免の基準についてであります

が、一番下の表欄外にお示ししておりますとお

り、①の生活保護受給世帯、②の児童擁護施設

入所等の措置委託、③の市町村民税非課税世帯

から、一番下の⑥の保護者の離職、破産等の特

殊事情までの６つの事由による場合といたして

おります。

一番上の表にお戻りいただきまして、平成20

年度の例で申しますと、授業料の額は、全日制

が月額9,800円、定時制及び通信制におきまして

は、単位ごとにごらんのとおりの額でございま

す。

その下の２の減免の状況でありますが、全日

制の対象者は2,500人、定時制は192人、全体で

は2,692人、率にいたしまして生徒総数の10.83

％でございます。平成19年度と比較いたします

と、生徒数全体が523人減少しております中で135

人の増、率にいたしまして0.76ポイントの増と

なっております。

減免事由につきましては、３の表にございま

すとおり、①の生活保護世帯、③の市町村民税

非課税世帯など、家計困難が主たるものとなっ

ているところでございます。

資料の説明は以上であります。

厳しい経済情勢が続きます中、今後ともこれ

らの制度の利用者は増加していくことが見込ま

れるところでございますけれども、家計困難等

の家庭における教育費の軽減を図りますため、

今後ともこれらの制度の一層の周知と適切な運

用に努めてまいりたいと存じているところでご

ざいます。

財務福利課関係につきましては以上でありま

す。

○児玉学校政策課長 お手元の資料７ページを

ごらんください。高等学校におけるキャリア教

育、就職支援等について御説明いたします。

まず、１の学校の取り組みについて御説明い

たします。各学校におきましては、すべての教

育活動を通して望ましい勤労観、職業観の育成

を行っております。例えば、（１）にありますよ

うに、自分がどのような職業に向いているか考

える機会として、①のインターンシップや②の

県内企業視察、③の保護者や企業の方々等地域

人材を活用した進路講話を実施しております。

インターンシップにつきましては、ほとんどの

学校が第２学年におきまして冬休み前までに実

施しており、多くの学校で実施期間は２日ない

し３日となっております。

また、（２）にありますように、各学校におい

ては進路指導部を中心に卒業生の就職先や未就

職の事業所を訪問し、定着指導や新たな求人開

拓に努めております。学校によっては250社訪問

する学校もございます。

次に、２の県教育委員会の取り組みについて

御説明いたします。（１）にありますように、教

職経験者や企業の人事担当経験者などを就職支

援教員や進路対策専門員として県内に12名配置

し、①の企業訪問を延べ3,729社、②の就職相談

で生徒面談を延べ2,699名、⑤の卒業生との面談
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を延べ456名と実施するなど就職支援を行ってお

ります。また、学校の実態に応じたキャリア教

育を推進するために７名のキャリア教育支援教

員を配置し、学校の指導体制づくりやキャリア

教育の指導内容、指導法等の開発に取り組んで

おります。

（２）にありますように、県教育委員会事務

局職員におきましても、関係団体や就職先を訪

問し求人拡大等に努めております。平成20年度

は県内企業85社を訪問しております。

（３）には、労働政策課や宮崎労働局、関係

機関や団体と連携した求人拡大の取り組みをお

示ししております。

さらに、（４）の明日の産業を担う専門高校ス

ペシャリスト育成支援事業では、①の生徒の専

門力向上のための取り組みとしまして、外部講

師による講習会を実施いたします。②は、指導

者のスキルアップを図るために、県内企業や専

門学校等において産業技術研修会を開催するも

のであります。また、③の地区別発表会、意見

交換会の開催などを通しまして、専門高校にお

いて産業界のニーズに即した専門性の高い技術

や技能を身につけた人材の育成を行ってまいり

ます。

また、（５）の定時制・通信制社会と夢への架

け橋事業では、生徒支援相談員の配置や、生活

再建発表大会、進路講演会、社会体験学習の実

施など、定時制・通信制高校において望ましい

勤労観・職業観の育成を行っております。

続きまして、８ページ、最後のページになり

ますが、いじめ・不登校対策について御説明い

たします。

まず、いじめ・不登校の現状についてであり

ますが、（１）にありますように、平成19年度に

本県で認知されたいじめの件数は381件で、前年

度に比べますと283件、率にして43％減少したこ

とになります。

なお、平成18年度から増加しておりますけれ

ども、これはいじめの定義が、四角の枠内に示

しておりますように変わりましたことが大きな

要因と思われます。枠の中をごらんいただきた

いと思いますが、17年度までのいじめの定義に

つきましては、「自分よりも弱いものに対して一

方的に、身体的・心理的な攻撃を継続的に加え、

相手が深刻な苦痛を感じているもの」という定

義になっておりまして、「一方的」、そして「継

続的」「深刻な苦痛」というのがありました。18

年度以降の定義におきましては、「当該児童生徒

が、一定の人間関係のある者から、心理的・物

理的な攻撃を受けたことにより、精神的な苦痛

を感じているもの」、このような定義に変わりま

して、18年度からふえてきております。

次に、（２）をごらんください。平成19年度に

おける不登校児童生徒数につきましては、前年

度に比べますと、小学校、中学校は少し増加し、

高校は減少しており、小中高合わせますと1,318

名となっております。その数は18年度に比べて

若干減少はしておりますけれども、依然として

相当数に上っており、本年度も本県の重要課題

ととらえております。

これらいじめ・不登校への県の対策について

であります。２の対策をごらんください。主な

ものだけ申し上げますと、（１）の学校における

相談体制への支援といたしまして、中学校70校

に臨床心理士の資格を持つスクールカウンセラ

ーを配置、スクールアシスタントとして地域人

材を中学校50校に配置し、児童生徒の心のケア

に当たっております。また、昨今の複雑化する

家庭環境への働きかけといたしまして、社会福

祉士や精神保健福祉士の資格を持つスクールソ
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ーシャルワーカー７名を６教育事務所に配置し、

関係機関等の連携についてコーディネートして

いただいているところであります。

（３）の電話相談体制につきましては、２つ

目の丸の「心の架け橋子ども電話相談事業」に

おきまして、電話相談日を昨年度よりふやし、

毎月第２日曜日も行うなどその充実に努めてお

ります。

（４）の「問題を抱える子ども等の自立支援

事業」でありますが、これは国の10分の10の事

業でありまして、本年度で３年目となります。

本事業における自立支援指導員につきましては、

教師ＯＢや警察官ＯＢ、地域民生委員など地域

の人材の中から選定された方々が、管内の問題

を抱える子供等の支援を行っております。

以上、主なものだけ述べましたが、子供たち

を取り巻く社会状況や生活環境が子供たちの成

長に影響を及ぼしていると考えられますので、

学校が中心となって家庭や地域の教育力を高め、

いじめ・不登校の問題に今後も積極的に取り組

んでまいりたいと思います。以上であります。

○図師委員長 では、教育委員会の説明が終わ

りましたので、委員の方々からの御発言をお願

いしたいと思いますが、いかがでしょうか。

○水間委員 育英資金についてお尋ねしますが、

この貸与金額は今のところ変わりはないんです

か。

○井上財務福利課長 ここのところずっと一定

でございます。

○水間委員 今、貸付額に対する償還はどのよ

うな状況ですか。

○井上財務福利課長 償還されない未済が常々

問題になっているところでありますけれども、

平成20年度末現在で未償還率は27％になってお

ります。金額にいたしまして9,972万円超でござ

いまして、これは年々ふえているのが現状でご

ざいます。

○水間委員 滞納になっている、未済の一番の

大きな原因というのは、今の経済状況を反映し

たようなことなんですか。

○井上財務福利課長 まちまちでございますけ

れども、主なところは、先生がおっしゃいます

とおり、就職ができない、就職しても収入が少

ないというのが多うございます。

○水間委員 約１億にならんとする未済額にな

るようですから、次の貸付にも影響があると思

うんですが、そう理解していいんですね。

○井上財務福利課長 これは返還額を次の貸与

額に回しておりますので、返還が滞りますと対

応が苦しくなってくるのは、おっしゃるとおり

でございます。

○水間委員 よろしくお願いをしたいと思いま

す。

次に７ページですが、キャリア教育支援教員

７名を配置されて、ニート、フリーターの対策

を含めるというようなことですが、現状でどう

なんですか、高等学校出られている中で、ニー

ト、フリーターというのはどの程度県内で把握

できているのか。そういうのがありますか。

○児玉学校政策課長 本県のニート、フリータ

ーの数はどれぐらいかというお尋ねですけれど

も、正確に把握できておりません。ニート、フ

リーターについては多様な定義がございまして、

公表されている全国的な数値というのは推計値

というぐあいに伺っております。本県でどれだ

けという数字については把握しておりません。

○水間委員 もし調査してわかったときは、ま

たお知らせください。

それと、次の８ページに、いじめ・不登校対

策で、学校における相談体制への支援、スクー
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ルカウンセラー、スクールアシスタント、スク

ールソーシャルワーカー、このような皆さん方

で臨床心理、社会福祉関係でやっておられるん

だけれども、現実の問題として、このような相

談があった、こういうことで治ったとか、特別

議題になるようなことはございますか。

○山本学校支援監 スクールソーシャルワーカ

ーが昨年11月から配置されたわけでございます

が、例えば、今まで学校の教師というのは社会

福祉の部分では疎い部分がありましたけれども、

スクールソーシャルワーカーの社会福祉という

専門分野から適切なアドバイスをいただいたと

いう例があります。保護者を説得して市役所に

連れていって生活保護の申請を行って、家庭が

安定して子供が安定したとか、そういうような

非常に専門分野からのアドバイスをいただいた

とか、スクールカウンセラーは臨床心理士等の

資格を持っておられますので、教師が子供への

相談体制で悩んでいらっしゃる部分をアドバイ

スいただいたとか、そういう例が挙がっており

ます。以上でございます。

○水間委員 せっかくこうやって、26名70校に

配置とか50校に配置、すばらしいことをやって

おられるので、相談体制がうまくいくことが、

不登校の生徒をなくし、あるいはいじめをなく

すということになると思うのでですね。

不登校の実態が、あまり児童生徒の数字が変

わっていないような現状のお話でしたが、ここ

らあたりは、端的に言うと、「学校でいろいろあ

るんだったら、いじめられて行くんだったら、

学校には行かんほうがましよ。自分の家にいな

さい」という親の指導もあるような話も聞いた

んだけれども、そういう現実に対応できている

ところがありますか。

○山本学校支援監 実は不登校の一番の理由と

いいますのは、本人にかかわる問題。どういう

ことかといいますと、本人の極度の不安である

とか無気力、それから親子関係、そういうこと

が多うございまして、今委員から話がありまし

たようないじめに関しても、行くなとかいうこ

とじゃなくて、そういう相談体制がありますの

で、それを解消して学校に来るようにという指

導をしているところでございます。以上でござ

います。

○図師委員長 今回、教育委員会のほうには、

高等学校におけるキャリア教育とか、いじめな

り不登校の内容の資料も用意していただいたわ

けなんですが、若干、子育て並びに少子化対策

とは枝がそれているんではないかという感覚も

あろうかと思われますが、要は、高校時代の教

育なりキャリア教育、自分が将来どの仕事につ

くのか、どこに適性があるのかということをしっ

かり認識させることが、就職につながり、また、

就職して安定した生活を築くことで、子育てを、

また経済的安定が２人目を生み育てる環境につ

ながるということで、高校時代からのキャリア

教育、また高校以前の教育体制も非常に大切で

はないかということで、今回、この特別委員会

の資料にも加えさせていただいたところであり

ます。

ほか、委員の方。

○蓬原委員 少子化・子育て支援対策特別委員

会なんですが、今、日本が大きな曲がり角に来

て、いろんなところでボディーブローのように

経済的にも組織的にもきているのは、少子化と

いうことが根本にあるのかなと思っていまして、

その重要性からこの特別委員会ができているわ

けです。

これは厚生常任委員会でも１回発言したんで

すが、例えば環境教育―環境ということにつ
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いては高度経済成長時代はほとんど無視されて、

いろんな事件があって、今日本は、かなり環境

ということについて先進国になりました。約20

年以上要したと思っています。そこには、子供

たちに小さいときから環境教育を施してきて、

川をきれいにしなさいよとかいろんなことを

やってきた結果、今その子供たちが大人になっ

て、環境というものに対する認識がかなり社会

的に隅々まで広がってきたと思うんです。少子

化ということについて、日本の将来は少子化で

かなり厳しい社会になるわけですけれども、教

育の現場で子供たちに、環境教育を施したよう

に、少子化が大きな社会問題になっているんだ、

いわば案のうちに、ちゃんと将来は結婚して子

供をつくることがいいんだよというか、今はプ

ライバシーの問題がありますから、それは個人

の価値観に基づくということを言ってしまうと、

それ以上の協力は進まないということになるん

ですが、しかし、少子化が将来の日本の社会に

与える影響の大きさを考えたときに、子供たち

に少子化について教育の場で教えていく必要が

あるんじゃないかなと思うんです。これは時間

がかかるでしょうけれども。そのことについて

の御認識、御見解、教育長、いかがでございま

すか。

○山本学校支援監 先に前座をさせていただき

ます。今、委員がおっしゃいましたように、環

境教育というのは、グローバルな部分において

も大事でございますし、地域を愛する、自分た

ちのふるさとを愛するという意味においても非

常に大事な教育だというふうに認識しておりま

す。19年度の状況でございますけれども、県内

の小学校におきまして７割以上の学校が、総合

的な学習の時間等を使いながら環境教育に取り

組んでおります。中学校におきましては40％以

上の学校が環境教育に取り組んでおりまして、

まず、足元の環境教育から取り組んで実践を行っ

ているところでございます。以上で終わります。

○蓬原委員 環境教育を行った結果が、時間は

かかったけれども、今一つの成果として出てい

ると思うんです。だから、それと同じように、

少子化ということについて、将来的には子供が

少ないことが大変な時代になるんだよというよ

うなことを、何とか教育の現場で子供たちに教

えていくことが必要じゃないか、そこのところ

の御意見をお聞きしたいのであります。

○児玉学校政策課長 学校におきましては家庭

科という教科がございますが、家庭のあり方、

あるいは家庭を持つことのすばらしさ等を家庭

科の授業の中でやっております。また、先ほど

図師委員長のほうからありましたように、フリ

ーターがふえるということは、将来的にはそれ

が少子化につながっていくというようなこと、

私もそのように本に書かれておるのを見ました

けれども、フリーターとかニートになってしま

うと、将来的に家庭が持てない、少子化になる。

少子化になると日本全体の活力が衰える。もち

ろん年金も、「あなたたちが年金をもらう世代に

なったときに苦しい生活をするよ」、そういった

ようなことは、社会科の公民の授業としてやっ

たり、あるいは講師等に来ていただきまして学

校でそのような話をしてもらうというようなこ

とで、少子化に対して子供たちが危機感を持つ

ようなことは、学校において行われております。

○渡辺教育長 学校現場における取り組みにつ

いては、今それぞれ学校支援監ないし学校政策

課長から申し上げたとおりというふうに理解し

ておりますが、少子化の問題は、はっきり申し

上げまして切り札というのは私はないと思いま

す。ただ、粘り強く、子供を持つこと、そして
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子供を育てることが喜びなんだと、その子供た

ちが育ち上がっていって、やがて社会を担って

いって、日本を担っていって、そういうふうに

連綿として人間としての歴史がつながっておっ

て今日があるんだ、あるいは将来があるんだと

いうことを、今言いました、学科で言えば総合

的な学習の時間もありますし、公民の時間もあ

りますし、そういった中で地道に粘り強く子供

たちに教えていくことが一番大事なことかな、

このように考えております。以上です。

○蓬原委員 いい御答弁、ありがとうございま

した。子育てすることのすばらしさみたいなも

の……。

そして、最近の若い人たちの中に「子供が嫌

い」という人たちが結構いるんだという話を聞

いていまして、コミュニケーションが下手だか

らかもしれませんが、子供が嫌いだと。したがっ

て、自分は子供は多く要らないという母親もい

るやに聞いておりまして、子育てすることのす

ばらしさ、そして子供が好きという子供たちを

いっぱい育てていくことが―切り札はないと

おっしゃいましたが、確かにそのとおりだけれ

ども、時間はかかるけれども、小さいときから

そういうことを教えていくことが、遠い将来、

少子化に歯どめを打つことになるかなと思いま

すので、こういう意見を申し上げました。よろ

しくお願いします。

○新見委員 学校が終わった後の子供たちのた

めの対策として、従来から厚労省の放課後児童

クラブがありました。２年前から文科省の放課

後子ども教室というのがスタートしていますが、

この２つの区別、現場でどんなふうにすみ分け

がなされているのか、その辺教えていただきた

いんですが。

○興梠生涯学習課長 今、委員がおっしゃった

とおりでございまして、平成９年度から厚労省

のほうでは、保育に欠ける子供たちを対象にし

た放課後教室をやっております。それから19年

度からは、文科省のほうのたぐいで、教育的視

点ですけれども、放課後教室という形で２本立

てでやっております。これはどちらも市町村の

事業でございまして、それぞれの状況に応じて

市町村が選択することになっておりまして、一

つは、放課後児童健全育成事業（通称児童クラ

ブ）は、共働きの世帯で放課後対策が必要だと

いう家庭の小学校低学年を中心にやっておりま

して、親御さんの仕事の関係でございますので、

歴史的流れと緊急性があるということで、こち

らを選択する市町村のほうが今のところ多うご

ざいます。それから、19年度からの放課後子ど

も教室は徐々にふえてきておりますけれども、

財政的な部分もございまして、まずは児童クラ

ブのほうを優先、その後、放課後教室をという

ようなお考えを持っていらっしゃるところがあ

るという形です。

放課後教室のほうは、小学校から、場合によっ

ては中学生まで受け入れをしておりまして、現

場は弾力的に対応しているというような状況で

す。両方やっている市町村もございますし、大

体小学校単位で設けているものですから、ある

小学校の単位では児童クラブ、ある小学校の単

位では放課後教室という形でやっております。

両方やっているところについては、連絡をとり

ながら、子供さんなり親御さんの選択をしてい

ただくような形にはなっております。簡単でご

ざいますが、そういうことだと思います。

○新見委員 ３ページの資料によりますと、実

施状況の推移、箇所数は３倍ぐらいふえていま

すけれども、市町村数がふえたり減ったりして

いる背景がよくわからないんですが。
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○興梠生涯学習課長 一つは合併の関係がござ

います。もう一つは児童クラブのほうに移行し

たというのがございます。その関係でございま

す。

○図師委員長 ほかいかがでしょうか。よろし

いですか。

それでは、今の教育委員会の説明、また委員

からの意見を踏まえまして、さらなる充実した

執行に取り組んでいただきたいと思いますし、

また我々も意見、提案させていただきたいと思っ

ております。

本日は、御説明ありがとうございました。

暫時休憩します。

午前11時55分休憩

午前11時56分再開

○図師委員長 委員会を続けます。

続きまして、協議事項でありますが、まず、

県外調査についての御意見をお伺いしたいと

思っております。

県外調査の日程は、10月27日火曜日から29日

木曜日にかけて予定させていただいております。

９月定例会が終わってすぐになりますので、本

日の特別委員会で皆様方からの御意見、御要望

等、ここにというところがあれば承っておきた

いと思いますが、いかがでしょうか。

〔「一任」と呼ぶ者あり〕

○図師委員長 では、副委員長とそのあたり協

議させていただきます。

続きまして、資料１のほうをごらんいただき

たいと思いますが、８月３日、４日にかけまし

て実施いたします県南調査につきましては、前

回委員会で決定いたしておりますので、ごらん

の日程、内容になったということを再度御確認

いただきたいと思います。今回、６カ所ではな

く５カ所に１つ減らさせていただいております。

ちなみに、調査時の服装につきましては、前回

同様クールビズ、夏服装でお願いしたいと思い

ます。よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○図師委員長 それでは、次回委員会でありま

すが、９月定例会中、９月30日水曜日を予定し

ております。

執行部への資料要求等につきましては、今特

別委員会の中で外山良治委員から、20代、30代

の離婚率等の資料請求もあり、また蓬原委員の

ほうからも、ひとり親家庭についてほかの課に

またがるような施策がないかの資料を取り寄せ

てくれということがありました。ほか皆様のほ

うから御要望あれば承っておきますが、よろし

いでしょうか。

それでは、その他につきまして皆様から御意

見、御要望ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○図師委員長 では、再度申し上げます。次回

委員会としての活動は、８月３日、４日の県南

調査でありますので、よろしくお願いいたしま

す。

なお、３日月曜日は、前回同様、10時にこの

委員会室で意見交換を行った後に出発といたし

ますので、よろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。

午前11時59分閉会


